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く可能性は高いと言えるだろう。   
反面、mには懸念されるべき問題点も存在する。m締結国同士の利害ばかりが注目  
され、FTA域外国に与える経済的影響がほとんど考慮されていない点である。   




FTAへ拡張した条件が、Obyamaヤan喝a血・Ⅹri血na条件である。   
これらをみたすmが形成されれば、最終的には世界が一つのmすなわち世界規模  
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いかという仮鋭が立てられる。   
したがってこの論文では実際に締結されたmが域外国に対しどのような影響を与える  






第1章 E8mp・恥血定理をめぐって  
1．1鮎mp－Ⅵm慮・Oby乱ma・Ⅵhn定理の基本的モデル   
本節では、パレート改善的な関税同盟の存在を証明したKemp・Ⅵlnek・Obyama・Ⅵ私n定  
理を3国1財モデルを用いて説明する。グラフ、検証方法ともに遠藤（2005）を参考とした。   
この定理はEemp（1964）、Ⅵlnek（1965）によって提案され、Obyama（1972）、鮎mpamd  






の輸入量をそれぞれ 叫，Cl一方1とすると、総輸入量は不変であるから、  
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く国A＞  
消費者余剰a＋d  










輸出量とも一定であるから、国C の厚生は同盟前後で変化しない。この  
鮎mp｛Ⅵlnek・0もyama・Ⅵねn定理によって、域外国を含め、全ての国の厚生を下げることな  
く通貨同盟を形成できることが初めて示された。  
1．2 01Ⅳam乱－P乱na面色・熟血血眼条件   
正emp－Ⅴ姦nek・Ohyama・Whn 定理 を FTA に適用・拡張 し た も の に  
Obyama・Pana卵・r如一馳isbna条件があ卑。大山（1999）並びに Obyama（2002）、  









について考察しているため、各国の域外貿易ベクトルを一定として条件づけている。   
Kemp・Vinek－Ohyama・Whn定理と同じ図を用いて、Ohyama・Panagariya・Krishna条件  
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いう形で補われる。したがって、国Bは国C より Co・Ⅹ0を輸入し、国Aに対して  
（Co・Ⅹ0）イCl・Ⅹ1）＝（Co・Cl）・（Ⅹ0・Ⅹ1）を輸出することになるム 以上からMl・Mo＝（Co・Cl）－（Ⅹ0・Ⅹ1）と  






m全体ではd＋i＋n厚生が増加している。   
＜国A＞  
消費者余剰  a＋d  
関税収入   （b＋e）・（a＋b＋d＝・a  
＝＞国A全体：a＋d－a＝d  
＜国B＞  
消費者余剰  －（b＋e＋g＋i＋j＋l＋0）  
生産者余剰   b＋e＋g＋i  
関税収入   （i＋j＋k＋1＋m＋n＋0＋P）－（k＋m＋P）＝i＋j＋1＋n＋0  
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前後において域外国との貿易量を固定する必要があることを示している。   
しかしながら、これらの定理を現実の関税同盟・m締結において実現するためには多  




なり得ること   
②適切な域内所得移転スキームの構築  
・域内国間での利害の対立によって実現は困難であること   
そのため、これらの定理・条件が実際の特恵貿易協定の締結において適用された例はな  
い。だが、パレート改善的な協定形成に向けた一つの指針、達成日標として有益なもので  
あることは確かである。   
次章では、実際の域外国締結が、どのような影響を与えているかについてみるために、  
日本を例にとって、分析を行う。  
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①1989年から2005年までに締結されたFTAを取り上げる。  
②域外国（日本）の、FTA締結前年度の対域内国輸出額上位10品目8に関して、締結前後  







2．2 全体から見た日本への影響   
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①アメリカ   
アメリカは、日本の輸出相手国第一位を、長年保ち続けており、アメリカが他国とm  
を結ぶことで、どのような影響が起こっているかを分析する。  






の影響と考えることは難しい。   









，0   
2005年には、日本ともml亭を結んだメキシコについて、注目する。  





結び、2005年4月には、日本ともFmを結んだ。   
このように、メキシコは以前から、多くの国とのmを結んでおり、m先進国ともい  









GDPの推移、メキシコの輸入額に占める日本の輸出額の割合（シェア）の推移を見た。   








していることがわかる。   
さらに、その間のメキシコのGDPは表2－2－9より約1．6倍に増えている。また、表2  
－2－10では、メキシコの輸入額に占める日本の輸出額の割合が、3分の1になっているこ  







，1   
このことは、日本と比較優位をもつ産業が似ている国がmを結ぶことは、日本に対す  
る影響が顕著に現れることを示しており、それは、2000年から2001年にかけてからも推  
察される。（表2－2－5参照）   
2000年は、メキシコがEtJとmを結んだ年である。このmが結ばれたことによっ  
て、ほとんどの品目において、減少していることがわかる。さらに2001年のEmとの締  
結により、貿易額の減少がより急激になっている。 一方で、輸送用機械が伸びている原因  
としては、現地進出日系メーカー柑に無関税枠が与えられているということが挙げられる。   
2005年に結ばれた、日本とメキシコのEPAに関しては、まだ結ばれた直後であり、デ  
ータが出揃っておらず、また、数年にかけて段階的な関税撤廃を行うためにその影響につ  
いては、今後の動向を見守る必要がある。   
このメキシコの貿易額推移のデータから言えることとしては、域外国である日本と同じ  
ようなものに比較優位を持つ国（アメリカやEtT）が他の国とmを結んだ際に、その日  
本への影響は顕著に現れるのではないか、ということである。   
次に、このことが他の場合でも当てはまるかどうかということを考えるために、EU と  
FTAを結んだ国の分析を行う。  




〈表2－2－6参照〉   
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難しいということがわかった。   
さらに、個別のmを見たことで、日本にとって、マイナスの影響を及ぼしているもの  
が存在するということ、さらに、その影響は、似たような比較優位を持っている国がm  




















外国の輸出財の割合が低いというようなことが考えられる。   
もし、mの締結による域外国へのマイナスの影響が見られなければ、mの締結の増  
加の動きを、問題視する必要はない。しかしながら、Eemp・Ⅵlnek・Obyama・Ⅵ観n定理を満  
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たすことなく結ばれたmによって、マイナスの影響を被る域外国が存在しうる以上、そ  



















域外国への影響について述べた。   
この論文を書くにあたって、最も頭を痛めた点は、「厚生をどのようにして測るか」とい  
うことである。理論的には確立されているEemp－Ⅵlnek・Ohyama・Ⅵ危n定理に則った再A  
の形成の試みがないことのひとつの理由として、このことが挙げられると考えられる。   
今回は、国別に輸出上位10品目を選びその増減を調べたが、その結果として、域外関税  
を一定のままにしたmが、確実に域外国の厚生を下げるということに言及するまでには  














輸出元  （単位：100万ドル）   
NAFTA   1．4¢0，740   
米国   904，285   
日本   594，890   
EU25   3，984，4¢0   
某アジア   2，152，080   
アジアN陀S   粥9．印9   
ASEAN4   ヰ20，053   
中国   782，338   
AFTA   ¢70，328   
メルコスール   18¢．715   
APEC   4．671，245  
世界   10，394，100 
（表B）〈出所・JETRO貿易マトリクス2005年版より作成〉  





Mo   
〈遠藤（2005）を参考に作成〉  
（表2十1）地域別 輸出上位10品目の増減  
■増加  213     33     103     198    2＄     ¢2    印     ¢8¢   
■減少  
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（表 2－2－1）  
日本の輸出相手国（上位10カ国）  
1的8年   1拍7年   1的8年   1！柑9年  2000年   
米国   米国   米国   米国  米国   
2   韓国   台湾   台   台廃  合湾   
3   台湾   香港   香港   中国  韓国   
4   香港   韓国   中国   韓国  中園   
5   中国   中国   ドイツ   香港  香港   
8  シンガポール   シンガポール   韓国   ドイツ   シンガポー？レ   
7   タイ   ドイツ   シンガポール  シンガポール   ドイツ   
8   ドイツ   タイ   英国   英国  英国   
9   マレーシア   マレーーシア   オランダ   オランダ  マレーシア   
英国   英国   タイ   タイ  タイ   
2005年   
4   台湾  台洛  台湾  台湾   台湾   
5   香港   香港  軍港  壷港 香港   
6   ドイツ   シンガポール   ドツ  タイ   タイ   
7  シンガポール  ドイツ  タイ  ドイツ   ドイツ   
8   英国  タイ  シンガポール シンガポール  シンガポール   
9   タイ  英国  英国  英国   英国   
10   オランダ  マレーシア  オランダ  オランダ   オランダ   
（注）ここでのシェアとは、日本の輸出総額に占める各国向け輸出金額の割合を示す。  
〈出所財務省「貿易統計」よりジェトロ日本経済情報課作成を転載〉  
（表 2－2－2）  
対アメリカ 貿易額上位10品目の推移  
－←705輸送用機番   
一－－701一般機械   
703電気機器   
¶躯811精密機器類   
一欄トー813その他の雑  
製品  
－→ト・・馴5金属製晶   









〈出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
9＄   
（表 2－2岬3）  
〈出所 日本銀行「金融市況」から作成〉  
（表2－2－4）  
〈出所 日本銀行より作成〉  
9，   
（表2－2－5）  
対メ卑シコ 貿易額上位10品目の推移   
十501元素及び化  
合物  
一一－603ゴム製品   
骨川607織物用糸及  
び繊維製晶  
一鮨仙1‖1鉄鋼   










十703電気機器   






〈出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
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（表2－2－6）  
く出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
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（表2－2－7）  
〈出所 アメリカ統計局より作成〉  
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（未熟十2「8）  
〈出所 カナダ統計局より作成〉  
（表2－2－9）  
メキシコのGDP  
900000   





【 300000   
200000   
100000  
0   
一◆－－GDP  
♂♂ぜぜ♂♂♂  
年   
〈出所 国際連合の統計より作成〉  
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（表2－2－10）  
〈出所 WTOの統計、JETROの統計より作成〉  
（表2－2－6）  
く出所 財務省「貿易統計」より作成〉  
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